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１【提出理由】

2022年６月24日開催の当社第164回定時株主総会において、決議事項が決議されましたので、金融商品取引法第24条の

５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づき、本臨時報告書を提出するも

のです。

決議事項 賛成（個） 反対（個） 棄権（個） 賛成率 決議の結果

第１号議案 670,202 28,703 1 95.45 可決

第２号議案 696,982 1,923 1 99.27 可決
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第４号議案 666,322 32,549 34 94.90 可決

第５号議案 681,109 17,796 1 97.01 可決

２【報告内容】

（1）当該株主総会が開催された年月日

2022年６月24日

（2）当該決議事項の内容

第１号議案　剰余金の処分の件

期末配当に関する事項

①株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金40円 総額3,555,849,680円

②剰余金の配当が効力を生じる日

2022年６月27日

第２号議案　定款一部変更の件

変更前定款第14条（総会の議長）の変更、変更前定款第16条（買収防衛策）の削除、変更後定款第

17条（電子提供措置）の新設、変更前定款第18条（株主総会参考書類等のインターネット開示とみ

なし提供）の削除、変更前定款第22条（代表取締役及び役付取締役）の変更、変更後定款第22条

（執行役員及び役付執行役員）の新設、変更後定款第17条、変更前定款第18条に関する附則の新

設、その他所要の変更を行う。

第３号議案　取締役10名選任の件

取締役として、楢原誠慈、竹内郁夫、森重地加男、大槻弘志、大内裕、中村勝、磯貝恭史、桜木君

枝、播磨政明および福士博司の各氏を選任する。

第４号議案　監査役１名選任の件

監査役として、飯塚康広氏を選任する。

第５号議案　補欠監査役１名選任の件

補欠の社外監査役として、里井義昇氏を選任する。

(3）当該決議事項に対する賛成、反対及び棄権の意思の表示に係る議決権の数、当該決議事項が可決されるための要件

並びに当該決議の結果

（注）各議案の可決要件は次のとおりです。

第１号議案
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出席した株主の議決権の過半数の賛成です。

第２号議案

議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主の出席及び出席した当該株主の議

決権の３分の２以上の賛成です。

第３号議案、第４号議案および第５号議案

議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主の出席及び出席した当該株主の議

決権の過半数の賛成です。

(4）賛成、反対及び棄権の意思表示に係る議決権の数に株主総会に出席した株主の議決権の数の一部を加算しなかった

理由

本総会前日までの事前行使分及び当日出席の一部の株主から各議案の賛否に関して確認できたものを合計したこ

とにより各決議事項の可決要件を満たし、会社法上適法に決議が成立したため、賛成、反対及び棄権の意思表示に

係る議決権の数に、本総会当日出席の株主のうち、賛成、反対及び棄権の確認ができていない議決権数は加算して

いません。なお、賛成率については、本総会当日出席の株主のうち、賛否が確認できなかった株主の議決権数も分

母に加算しています。

以　上
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